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は　し　が　き

「登記ができない」「家が建たない」「思ったよりも土地の値段が安かっ
た」「相続税が払えない」等、遺産分割の成立後に、このようなことを
依頼者から言われたら、遺産分割を成立させたことが無に帰してしまい
かねない。インターネットの普及等により、相談者・依頼者の弁護士に
対する要求は高度化してきている。単に遺産分割を成立させただけでは
依頼者の満足は得られず、トラブルにすら発展しかねない。
本書は、相続人の権利を実質的に確保・実現することを目的に、遺産

分割に関係する各士業の知識・ノウハウを踏まえた遺産分割事件の総合
的な解決を目指すものである。執筆には、10士業 70名あまりが参加す
る勉強会「かながわ士業ネットワーク」の会員有志があたっている。
第１章で総合的な解決の必要性を、第２章では総合的解決の前提とな
る遺産分割事件解決のための基本的事項を確認し、関係各士業の知識・
ノウハウが遺産分割事件のどの段階で、どのように問題になるのかを整
理した。第３章では、各士業の専門家が、総合的解決に必要な知識・ノ
ウハウを、遺産分割事件の検討過程に沿って、Ｑ＆Ａ形式で解説し、第
４章では各士業の専門家から弁護士に対するアドバイスをあげた。これ
から遺産分割事件に注力していこうという方は第１章から通読していた
だき、遺産分割事件の受任経験が十分にある方は、第３章・第４章を中
心としつつ、第２章を知識の確認・整理に利用していただきたい。
また、遺産分割に関係する各士業の専門家におかれては、弁護士が遺

産分割事件をどのように処理しているか、各士業の業務が遺産分割のど
の段階で問題となるのかの確認に活用していただきたい。
本書が遺産分割事件の総合的解決の一助となり、相続人の権利の実質
的な確保・実現に資することを願ってやまない。
執筆に協力いただいた各著者にお礼を述べるとともに、本書の出版に

ご尽力いただいた学陽書房の大上真佑氏に対し、心から感謝申し上げる。
　令和４年３月
 編著者 狩倉博之　
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遺産分割の流れと総合的解決のポイント

【主なポイント】
再分割の課税関係→Ｑ 47（209頁）

【主なポイント】
相続放棄、相続分の放棄・譲渡と相続登記手続
→Ｑ９（76頁）

【主なポイント】
① 債務控除における債務の負担割合→Ｑ 11（83
頁）
②香典・葬儀費用の税務上の扱い→Ｑ 12（85頁）
③ 遺産分割までの賃料の課税関係→Ｑ 13（86
頁）

【主なポイント】
①土地・建物の鑑定方法→Ｑ 14（89頁）
②非上場株式の評価→Ｑ 19（113頁）
③相続税における遺産の評価→Ｑ 23（130頁）

　税務、登記、建築、鑑定を踏まえた総合的解決のためには、以下のよ
うなポイントを押さえる必要がある。
　遺産分割の流れに沿って整理したので、各段階において注意していた
だきたい。

【主なポイント】
特別の寄与がある場合の課税関係→Ｑ 26（145
頁）

【主なポイント】

①路地状敷地と接道→Ｑ 32（165頁）
②分筆の方法→Ｑ 34（170頁）
③ 代償金の相続税における評価額→Ｑ 39（182
頁）

④換価分割の課税関係→Ｑ 42（190頁）
⑤ 共有分割と小規模宅地等の特例の適用→Ｑ
44（200頁）

【主なポイント】
①相続登記の方法→Ｑ２（54頁）
②数次相続の登記手続→Ｑ 48（211頁）
③相続税の計算方法→Ｑ６（64頁）
④小規模宅地等の特例→Ｑ 27（147頁）
⑤配偶者の税額軽減→Ｑ 28（154頁）
⑥数次相続における相続税申告→Ｑ 49（216頁）
⑦ 未分割での申告とその後の処理→Ｑ 50（221
頁）
⑧ 納付方法・延納・物納、連帯納付、延滞税等
→Ｑ 52（225頁）
⑨遺産分割と譲渡所得税→Ｑ７（69頁）

 （弁護士　狩倉博之）

現物分割

代償分割

換価分割
共有分割

前提問題

具体的相続分の算定

相続人の確定

分割方法の選択

遺産の確定
分割後の手続

遺産の評価
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凡　　例

【条番号の略記】
条番号は次のように略記しています。
民法 889Ⅰ①　　民法第 889条第１項第１号

【法令・通達】
区分所有法　　　建物の区分所有等に関する法律
民訴法　　　　　民事訴訟法
民訴費用法　　　民事訴訟費用法
家事手続法　　　家事事件手続法
民執法　　　　　民事執行法
不登法　　　　　不動産登記法
不登令　　　　　不動産登記令
不登規則　　　　不動産登記規則
建基法　　　　　建築基準法
建基令　　　　　建築基準法施行令
都計法　　　　　都市計画法
バリアフリー法　 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律
建築物省エネ法　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
国税通則令　　　国税通則法施行令
租税特措法　　　租税特別措置法
所得税通達　　　所得税基本通達
法人税令　　　　法人税法施行令
相続税令　　　　相続税法施行令
相続税規則　　　相続税法施行規則
相続税通達　　　相続税法基本通達
評価通達　　　　財産評価基本通達
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遺産分割に関する登記手続と税務の基礎に関するQ&A

Q 2 相続登記の方法

１　遺産分割協議が成立し、不動産を相続することになりました。相続
登記手続の方法と必要となる書類を教えてください。

２　相続登記に関して、遺産分割協議書の作成にあたって注意すべきこ
とはありますか。

３　遺産分割協議は成立しましたが、一部の相続人が印鑑登録証明書を
交付してくれない場合はどうすればいいでしょうか。

［ 回 答 ］
１　不動産を取得した相続人を申請人として、相続を原因とする所
有権移転登記申請を行う。主な添付書類は、登記原因証明情報、
住所証明書、代理権限証書である。
２　登記申請書に添付する遺産分割協議書には、被相続人、対象不
動産、取得する相続人をそれぞれ特定して記載し、相続人全員の
署名と実印の押印、印鑑登録証明書の添付を要する。
３　印鑑登録証明書を交付しない相続人がいる場合には、当該相続
人を被告として、遺産分割協議書真否確認の訴えを提起し、勝訴
の確定判決を当該相続人の印鑑登録証明書の代わりに添付して申
請を行う。

 1 遺産分割による相続登記

（1） 登記手続一般
① 申請人
不動産を取得した相続人は登記申請人として、単独で所有権移転登記

申請をすることができる（不登法 63Ⅱ）。
② 日付及び登記原因
相続人は相続開始時に遡って不動産を取得することとなる（民法 909）
ので、登記原因日付は相続開始日、登記原因は「相続」となる。

③ 登録免許税
対象不動産の申請年度における固定資産評価額の 0.4％（100円未満切

り捨て）である。
④ 管轄法務局
対象不動産を管轄する法務局へ登記申請書を提出する必要がある。具

体的な管轄については、法務局のホームページ等を参照されたい。

（2） 相続登記の添付書類
① 登記原因証明情報
被相続人の出生から死亡までの戸籍謄本等と相続人の現在の戸籍謄

（抄）本である。相続関係説明図を作成し、戸籍一式とともに提出する
ことで、戸籍一式の写しを作成することなく、登記完了後に戸籍一式の
原本還付を受けることができる。
平成 29年の不登規則改正により法定相続情報証明制度が施行され、
法務局が発行する法定相続情報一覧図を戸籍一式に代えることもでき
る。法定相続情報証明の発行を受けるには、申出書に法定相続情報一覧
図と戸籍一式を添付して法務局へ申請する必要がある。発行手数料は通
数を問わず無料である。
遺産分割協議書及び相続人の印鑑登録証明書（３か月以内であること

を要しない）も登記原因証明情報として提出を要する。
② 住所証明書
不動産を取得した相続人の住民票によるが、戸籍の附票を住所証明書

として提出することも認められている。
③ 代理権限証書
登記申請を司法書士等の代理人に委任した場合の委任状や、相続人が

未成年者である場合の法定代理人の戸籍謄本、相続人が成年被後見人等
である場合の後見登記事項証明書等が該当する。
④ 調停・審判による場合
登記原因証明情報として調停調書、審判書（確定証明書付）が必要と
なるが、これらにおいて相続人が特定されている場合には、戸籍一式及
び相続人の印鑑登録証明書は不要となる。
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弁護士の意識と生じがちな問題

 1 遺産分割事件における課題

遺産分割事件における弁護士の第一次的な課題が、遺産分割を成立さ
せることであることは間違いない。しかしながら、これまでに繰り返し
述べてきたとおり、遺産分割事件を総合的に解決し、依頼者の権利・利
益を実質的に確保・実現するためには、分割できさえすればよいという
わけではない。遺産の評価が適正に行われ、取得した遺産を現実に利用
し、処分することができること、分割後の不動産登記手続や税金の申告・
納税が滞りなくなされることが不可欠である。

 2 成立後に生じがちな問題

遺産の「分割」に意識が集中し過ぎるあまり、紛争を総合的・実質的
に解決するために注意を払うべき各種の問題点に意識が及ばず、後日に
なって、取得した遺産額が相続分に比して明らかに少ないとか、建物が
建築できない、分筆や相続の登記手続ができない等といった事態を生じ
させてしまう例を見聞することがある。また、依頼者に思いもかけない
税金が課され、納税資金を欠き、納税ができないといった問題が生じる
こともある。このような場合、依頼者との間にトラブルを生じさせかね
ず、弁護士に対する信頼を失うことにもなりかねない。
 （弁護士　狩倉博之）

税理士からのアドバイス

 1 期限内に整うか？　資金は足りているか？

税理士にとってまず気になるのは、相続税の申告期限内に遺産分割が
整うか、納税資金が不足しないかである。また、第２次相続での相続税
や相続人の所得税等を含めた税負担等が過重にならないか、その他の期
限のある税務手続を速やかに進めていけるかも気になる点である。
弁護士には、申告期限を考えず無申告になってしまったり、分割はで
きたが税金を納められないという事態になったり、使えるはずの特例が
使えなかったりしないように下記の点に注意していただきたい。

 2 期限内申告を意識する

相続税の申告は、「相続開始があったことを知った日の翌日から 10 か
月以内」とされている。未分割で申告した場合、遺産分割が整っていな
いことから、被相続人の財産を現金化することができず、相続人の自己
資金で納税しなければならないなどのデメリットを負うことになる。「申
告期限後３年以内分割見込書」を期限内申告書に添付することにより、
分割後、小規模宅地等の特例、配偶者の税額軽減等を適用することが可
能になるが、可能な限り、申告期限内に分割・申告することを勧める。

 3 納税資金が不足しそうなら、早めの納税対策をする

遺産の総額から考えて相続税が課税されそうな場合、納税資金が確保
できるかどうかがポイントになる。遺産の中の金融資産で足りる場合ま
たは相続人が所有する納付にあてることが可能な金融資産を合わせれば


